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世帯内の被保険者と世帯主の前年の総所得金額等の合計額 軽減後の均等割額

33 万円以下の場合
世帯内の被保険者全員が年金収入８０万円
以下（その他所得なし）の場合 ９割軽減 4,090 円／年

上記以外の人 8.5 割軽減 6,136 円／年

33 万円＋（27 万５千円※ 1 ×世帯の被保険者数）以下の場合 ５割軽減 20,453 円／年

33 万円＋（50 万円※ 2 ×世帯の被保険者数）以下の場合 ２割軽減 32,725 円／年
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心配ごとや困りごと…
秘密は守ります。お気軽にご相談ください。

皆さんと福祉をつなぐパイプ役です。

民生委員・児童委員・主任児童委員は、担当区域を持って
活動しています。居住する区域の担当委員へ気軽に相談ください。
担当区域の委員が分からない場合は問い合わせください。
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相談・支援
犯罪被害　
虐待の防止

高 齢 者 や 障 が い、
困りごとを抱える
人の相談・支援を
します。

地域住民の安全・ 安
心を守るため、見守
り活動や、実態把握
をします。

地域の子どもや子育
て家庭が抱える課題
解 決 に 向 け、 相 談、
支援を行います。

子育て支援

要支援者
高齢者

障がい者
子育て世帯など

民生委員
児童委員

主任児童委員

国・県・市など
関係機関

司法書士による登記・法律無料相談　
土地や建物の相続・贈与・売買などの不動産登記に関すること、会社（法人）の設立・変更・解散などの登記に関

すること、裁判所への提出書類の作成など、相談に応じます。※相談時間ひとり 30 分
日 6 月 13 日（水）①午前 9 時～正午　②午後１時 30 分～ 4 時 30 分　場市役所 2 階相談室 211 　定 12 人（先着順）
申 6 月 6 日（水）午前 9 時～正午に市民相談室へ電話で　問地域づくり課市民相談室　471・2496　672・3176 
松本一日合同行政相談所

国や地方公共団体の仕事についての相談や、各専門家への相談ができる相談所を開設します。
日 5 月 29 日（火）午前 10 時～午後 3 時　受付 午後 2 時 30 分まで　※状況に応じ、早めに受付を締め切ります。
場井上百貨店７階催事場（松本市） 費無料　申不要　問総務省長野行政監視行政相談センター　4026・235・1100
参加予定：長野地方法務局松本支局、長野県、松本市、松本年金事務所、松本公証役場、長野県弁護士会、長野県司法書士会、長野県
行政書士会、関東信越税理士会、長野県土地家屋調査士会、行政相談委員、総務省長野行政監視行政相談センター

相談

支援
情報提供
世帯把握

連帯協力

平成 30 年度の所得証明書の発行 軽自動車税は期限内に納めましょう

平成 30 年度（29 年中の所得）の所得証明書は、
平成 30 年１月１日に市内に住所があり、市県民税
の申告などがある場合に発行されます。同一世帯の
親族以外の人が申請する場合には委任状が必要です。

所得証明書の発行を希望される場合は、税務課ま
たは各支所地域課窓口で申請してください
●発行開始予定日　6 月 7 日（木）
●交付手数料　1 通　300 円
●持ち物　本人確認ができるもの（運転免許証など）

軽自動車税の納期限は、5 月 31 日（木）です。納
税通知書により、必ず納期限までに納めましょう。
なお、「軽自動車税納税証明書（継続検査用）」の納
税義務者氏名は本年度から個人情報保護のため非表
示となっていますが、従来どおり利用できます。

問税務課諸税係　471・2484　672・2065 

■保険料の計算方法
保険料額は、収入金額や世帯構成により異なります。

均等割額
被保険者一人
あたり 4 万 907 円

所得割額
（前年中の総所得金額等

－ 33 万円）× 8.3％

年間保険料
上限額 62 万円※

（100 円未満切り捨て）

※ 29 年度は 57 万円

■保険料の軽減

（※ 1） 29 年度は 27 万円　（※ 2） 29 年度は 49 万円


